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由利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登録要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、由利本荘市公の施設の使用料（以下「施設使用料」という。）を減

額又は免除する団体の登録、認定等について必要な事項を定めるものとする。

（登録基準）

第２条 施設使用料を減額又は免除する対象団体として登録できるものは、団体の活動目

的、活動内容等が公益性又は公共性を伴うもので、次に定める要件を備えている団体（以

下「市民活動団体」という。）とする。ただし、その他市長が特に必要と認めるときは、

この限りでない。

（１） 団体構成員が概ね５人以上であり、かつ、責任者として成人者を含んでいること。

（２） 会則又は規約等を有すること。

（３） 団体活動の本拠としての事務所を市内に有すること。

（４） 社会教育の振興、社会福祉の増進及びまちづくり活動等に寄与するものと認めら

れる団体であること。

２ 前項の規定にかかわらず、市民活動団体であっても、政治活動、宗教活動及び営利事

業を目的とする団体は、登録できないものとする。

（登録申請）

第３条 登録を受けようとする市民活動団体の代表者（以下「申請者」という。）は、由

利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登録申請書（別記様式第１号。以下「申請書」

という。）に、次の書類を添えて、当該施設を所管する課等に提出しなければならない。

（１） 会則又は規約等

（２） 役員名簿及び会員名簿（連合体の場合は構成団体名簿）

（３） 当該年度の事業又は活動に関する資料（総会資料等）

（４） その他参考となる資料

（登録等の通知）

第４条 市長は、前条による登録申請があったときは、登録の可否を決定し、由利本荘市

公の施設使用料減額・免除団体登録通知書（別記様式第２号）又は由利本荘市公の施設

使用料減額・免除団体登録却下通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するもの

とする。

（登録の有効期間）

第５条 登録の有効期間は、当該登録の通知をした日から２年後の応当日の属する年度の

末日までとする。

（届出）

第６条 施設使用料を減額及び免除する団体として登録された団体（以下「登録団体」と

いう。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、届け出なければならない。

（１） 申請書の記載事項に変更があったとき。

（２） 登録団体が解散したとき。



- 2 -

（登録の取消し）

第７条 市長は、登録団体が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該登

録を取り消すことができるものとする。

（１） 第２条第１項の規定に該当していないと認めたとき。

（２） 団体が解散又は消滅したとき。

（３） その他登録に不適格であると認めたとき。

（事務処理）

第８条 登録に係る事務は、当該施設を所管する課等において処理する。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際、現に登録団体として登録されている団体は、この要綱の規定に

より登録された登録団体とみなす。
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様式第１号（第３条関係）

由利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登録申請書

年 月 日
様

私たちの団体は、市民活動団体として登録したいので、次のとおり申請します。

ふりがな

１団体名

〒
２団体所在地

（電話番号）

ふりがな

３団体代表者 氏名

（電話番号）

団体代表者以外の ふりがな

４連絡先（事務局・ 氏名

連絡員等） （電話番号）

５活動内容

６活動(予定)時間 年・月 週 回 曜日 午前・午後・夜間

主な活動(予定)場所
７活動(予定)場所

その他の活動(予定)場所
入会金 なし ／ あり 円

８会費の有無
会 費 なし ／ あり 月・年・( ) 円

９会員数 男性 人、女性 人、 計 人

10設立年月日 昭和・平成 年 月 日

11活動種別 ※次の該当する活動種別の番号に○印を付けて下さい。(○はいくつでも)

①文化・芸術・芸能活動(合唱、合奏、演劇、絵画、手芸、書道、陶芸など)

②体育・レクリェーション活動(各種スポーツ、健康づくり、レクダンスなど)

③学習活動(講演会、講習会、研修会、各種調査研究、歴史、文学など)

④ボランティア活動(環境保全、介護、保育、読み聞かせなど)

⑤保健・医療・福祉の増進を図る活動

⑥まちづくり、地域おこしの推進を図る活動

⑦青少年の健全育成を図る活動

⑧人権擁護、平和運動の推進を図る活動

⑨産業・経済の活性化を図る活動

⑩国際理解、国際協力の推進を図る活動

⑪その他（ ）

※添付書類
① 会則又は規約
② 役員名簿及び会員名簿（連合体の場合は構成団体名簿）
③ 団体の事業又は活動に関する資料



- 4 -

様式第２号（第４条関係）

由利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登録通知書

年 月 日

様

由利本荘市長又は教育長 印

年 月 日付けで申請がありました公の施設使用料減額・免除団体の登録申請

について、下記のとおり登録しましたので、由利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登

録要綱第４条の規定に基づき通知します。

記

団 体 名

登録記号番号

年 月 日から

登録有効期間

年 ３月３１日まで

登録の扱い 免 除 ・ 減額（５割） ・ 減免無し

（適用するものを○で囲む）

※ なお、登録団体申請書記載事項に変更があったときや登録団体が解散したときは、

届け出てください。
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様式第３号（第４条関係）

由利本荘市公の施設使用料減額・免除団体登録却下通知書

年 月 日

様

由利本荘市長又は教育長 印

年 月 日付けで申請がありました公の施設使用料減額・免除団体の登録申請

について、下記のとおり登録を却下しましたので、由利本荘市公の施設使用料減額・免除

団体登録要綱第４条の規定に基づき通知します。

記

団 体 名

却下理由


